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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 
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１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査の名称 承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

家 計 調 査 H20.4.1 ○ 貯蓄等調査票の借入金について以下のとお

り変更する。 
① 株式会社日本政策金融公庫の発足に伴

い、「国民生活金融公庫」を「日本政策金融

公庫（旧国民生活金融公庫）」に変更。 
② 住宅金融支援機構の名称の定着に伴い、

「住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫）」を

「住宅金融支援機構」に変更。 
③ 記入誤り防止のため、「２ 借入金につい

て」の民間機関の注として「※ゆうちょ銀

行・かんぽ生命保険を含めます。」を追加。 

総 務 大 臣 
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２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.27261 

（旧 No.     ) 
H20.4.1 

電力の送受電に関する実績調査 

（電力の送受電に関する実績調査票（一般電気事業者用）） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No.27262 

（旧 No.     ) 
H20.4.1 

電力の送受電に関する実績調査 

（電力の送受電に関する実績調査票（特定規模電気事業者

用）） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No.27263 

（旧 No.     ) 
H20.4.1 

電力の送受電に関する実績調査 

（電力の送受電に関する実績調査票（特定電気事業者用）） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No.27264 

（旧 No.     ) 
H20.4.1 

電力の送受電に関する実績調査 

（電力の送受電に関する実績調査票（卸電気事業者用）） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No.27265 

（旧 No.26882) 
H20.4.2 

消費動向調査（全国，月次） 

（消費動向調査調査票（平成２０年４，５，７，８，１０，

１１，平成２１年１，２月調査）） 

内閣総理大臣 

No.27266 

（旧 No.26883) 
H20.4.2 

消費動向調査（全国，月次） 

（消費動向調査調査票（平成２０年６，９，１２月調査）） 
内閣総理大臣 

No.27267 

（旧 No.26884) 
H20.4.2 

消費動向調査（全国，月次） 

（消費動向調査調査票（平成２１年３月調査）） 
内閣総理大臣 

No.27268 

（旧 No.26816) 
H20.4.2 

経済産業省設備投資調査 

（設備投資調査票（本票）） 
経済産業大臣 

No.27269 

（旧 No.26817) 
H20.4.2 

経済産業省設備投資調査 

（設備投資調査票（業種別）） 
経済産業大臣 

No.27270 

（旧 No.26818) 
H20.4.2 

経済産業省設備投資調査 

（設備投資調査票（リース業）） 
経済産業大臣 

No.27271 

（旧 No.26819) 
H20.4.2 

経済産業省設備投資調査 

（公害防止設備投資調査票） 
経済産業大臣 

No.27272 

（旧 No.26908) 
H20.4.2 

容器包装利用・製造等実態調査 

（容器包装利用・製造等実態調査票） 

経済産業大臣、

農林水産大臣 

No.27273 

（旧 No.26909) 
H20.4.2 

容器包装利用・製造等実態調査 

（簡易回答票） 

経済産業大臣、

農林水産大臣 

No.27274 

（旧 No.26457) 
H20.4.2 

建設関連業等の動態調査 

（測量業の動態調査票） 
国土交通大臣 

No.27275 

（旧 No.26458) 
H20.4.2 

建設関連業等の動態調査 

（建設コンサルタントの動態調査票） 
国土交通大臣 

No.27276 

（旧 No.26459) 
H20.4.2 

建設関連業等の動態調査 

（地質調査業の動態調査票） 
国土交通大臣 

No.27277 

（旧 No.26460) 
H20.4.2 

建設関連業等の動態調査 

（建築設計業務の動態調査票Ａ票） 
国土交通大臣 

No.27278 

（旧 No.26460) 
H20.4.2 

建設関連業等の動態調査 

（建築設計業務の動態調査票Ｂ票） 
国土交通大臣 
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No.27279 

（旧 No.26461) 
H20.4.2 

建設関連業等の動態調査 

（建設機械器具リース業の動態調査票） 
国土交通大臣 

No.27280 

（旧 No.26462) 
H20.4.2 

建設関連業等の動態調査 

（重仮設リース業の動態調査票） 
国土交通大臣 

No.27281 

（旧 No.26463) 
H20.4.2 

建設関連業等の動態調査 

（軽仮設リース業の動態調査票） 
国土交通大臣 

No.27282 

（旧 No.26885) 
H20.4.4 

法人企業景気予測調査 

（法人企業景気予測調査票（平成２０年４～６月）） 

内閣総理大臣、

財務大臣 

No.27283 

（旧 No.26886) 
H20.4.4 

法人企業景気予測調査 

（法人企業景気予測調査票（平成２０年７～９月）） 

内閣総理大臣、

財務大臣 
No.27284 

（旧 No.26887) 
H20.4.4 

法人企業景気予測調査 

（法人企業景気予測調査票（平成２０年１０～１２月）） 

内閣総理大臣、

財務大臣 
No.27285 

（旧 No.26888) 
H20.4.4 

法人企業景気予測調査 

（法人企業景気予測調査票（平成２１年１～３月）） 

内閣総理大臣、

財務大臣 
No.27286 

（旧 No.26840) 
H20.4.10 

農業協同組合及び同連合会一斉調査 

（農業協同組合一斉調査票（総合農協）） 
農林水産大臣 

No.27287 

（旧 No.26841) 
H20.4.10 

農業協同組合及び同連合会一斉調査 

（農業協同組合一斉調査票（専門農協）） 
農林水産大臣 

No.27288 

（旧 No.26842) 
H20.4.10 

農業協同組合及び同連合会一斉調査 

（農業協同組合連合会（都道府県区域）一斉調査票） 
農林水産大臣 

No.27289 

（旧 No.26960) 
H20.4.15 

社会福祉施設等調査 

（保護施設・老人福祉施設 身体障害者社会参加支援施設

等調査票） 

厚生労働大臣 

No.27290 

（旧 No.26961) 
H20.4.15 

社会福祉施設等調査 

（障害者支援施設等調査票） 
厚生労働大臣 

No.27291 

（旧 No.26962) 
H20.4.15 

社会福祉施設等調査 

（児童福祉施設等調査票） 
厚生労働大臣 

No.27292 

（旧 No.26963) 
H20.4.15 

社会福祉施設等調査 

（保育所調査票） 
厚生労働大臣 

No.27293 

（旧 No.26964) 
H20.4.15 

社会福祉施設等調査 

（障害福祉サービス等事業所票） 
厚生労働大臣 

No.27294 

（旧 No.26945) 
H20.4.15 

介護サービス施設・事業所調査 

（介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票） 
厚生労働大臣 

No.27295 

（旧 No.26946) 
H20.4.15 

介護サービス施設・事業所調査 

（介護老人保健施設票） 
厚生労働大臣 

No.27296 

（旧 No.26947) 
H20.4.15 

介護サービス施設・事業所調査 

（介護療養型医療施設票） 
厚生労働大臣 

No.27297 

（旧 No.26948) 
H20.4.15 

介護サービス施設・事業所調査 

（訪問看護ステーション票） 
厚生労働大臣 
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No.27298 

（旧 No.26949) 
H20.4.15 

介護サービス施設・事業所調査 

（居宅サービス事業所（福祉関係）票） 
厚生労働大臣 

No.27299 

（旧 No.26950) 
H20.4.15 

介護サービス施設・事業所調査 

（地域密着型サービス事業所票） 
厚生労働大臣 

No.27300 

（旧 No.26951) 
H20.4.15 

介護サービス施設・事業所調査 

（居宅サービス事業所（医療関係）票） 
厚生労働大臣 

No.27301 

（旧 No.26845) 
H20.4.16 

外資系企業動向調査 

（外資系企業動向調査票） 
経済産業大臣 

No.27302 

（旧 No.26045) 
H20.4.23 

労働災害動向調査 

（労働災害動向調査事業所調査票） 
厚生労働大臣 

No.27303 

（旧 No.26047) 
H20.4.23 

労働災害動向調査 

（労働災害動向調査総合工事業調査票上半期） 
厚生労働大臣 

No.27304 

（旧 No.26048) 
H20.4.23 

労働災害動向調査 

（労働災害動向調査総合工事業調査票下半期） 
厚生労働大臣 

No.27305 

（旧 No.     ) 
H20.4.23 

２０１０年農林業センサスの調査内容に関する試行調査 

（農林業経営体調査票） 
農林水産大臣 

No.27306 

（旧 No.     ) 
H20.4.23 

２０１０年農林業センサスの調査内容に関する試行調査 

（農山村地域調査票（市区町村用）） 
農林水産大臣 

No.27307 

（旧 No.     ) 
H20.4.23 

２０１０年農林業センサスの調査内容に関する試行調査 

（農山村地域調査票（農業集落用）） 
農林水産大臣 

No.27308 

（旧 No.26162) 
H20.4.25 

平成２０年労務費率調査 

（平成２０年労務費率調査票（単独有期事業場用）） 
厚生労働大臣 

No.27309 

（旧 No.26163) 
H20.4.25 

平成２０年労務費率調査 

（平成２０年労務費率調査票（一括有期事業場用）） 
厚生労働大臣 
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３ 届出統計調査の受理 

（1） 新 規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

108011 H20.4.1 山口県鉱工業生産動態統計調査 山口県知事 

108012 H20.4.18 障害福祉サービス等利用者アンケート調査 山口県知事 

 

（2） 変 更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

208017 H20.4.10 高齢者福祉基礎調査 山梨県知事 

208018 H20.4.22 地域保健・健康増進事業報告 厚生労働大臣

 

（3） 中 止 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

308002 H20.4.15 平成１９年度福岡県民意識調査 福岡県知事 
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２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
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指定統計調査の承認 

【調査名】 家計調査 

【承認年月日】 平成２０年４月１日 

【指定番号】 ５６ 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課 

【目 的】 国民生活における家計収支の実態を毎月把握して，諸種の経済及び社会問題等に関する施策立案の基

礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和２１年に都市を対象として始められた消費者価格調査から発展した調査で，昭和２５年９月から

は，支出のみならず収入面も把握するよう改正され，昭和２６年１１月に消費実態調査と改称され，昭

和２７年１１月からは指定統計調査として実施されることとなった。また，昭和２８年４月に家計調査

と改称され，昭和３７年７月には郡部も対象範囲とし，昭和６０年からは無職世帯の収入についても把

握している。 

 その後平成６年２月，諮問第２４１号の答申「平成６年度から実施が予定されている農業経営調査

（仮称）の計画について」において，農業家計費を別個に把握する必要性が少なくなってきており，そ

の統計整備の在り方の問題が提言された。この提言を踏まえ，統計審議会の関係部会を通じて対応策が

検討され，農業経営統計調査等における農林漁家世帯の家計費の支出内訳の把握を中止し，平成１２年

１月から家計調査において農林漁家世帯を調査対象の範囲に含めて実施することとされた。さらに，平

成１４年１月から本調査と単身世帯収支調査及び貯蓄動向調査が統合された。 

【調査の構成】 １－家計簿（二人以上の世帯（様式第１号））（単身世帯（様式第２号）），２－年間収入調査

票（様式第３号），３－貯蓄等調査票（様式第４号），４－世帯票（様式第５号），５－準調査世

帯票（様式第６号） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「家計調査報告」（毎月）「家計調査年報」（毎年７

月） （表章）全国，都道府県 

※ 

【調査票名】 １－家計簿（二人以上の世帯（様式第１号））（単身世帯（様式第２号）） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯及び単身世帯 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ ８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）調査日現在，月間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．毎月の収入と支出 

※ 

【調査票名】 ２－年間収入調査票（様式第３号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯及び単身世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ ８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）調査日現在，過去１年間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１日 

【調査事項】 １．年間収入 

※ 

【調査票名】 ３－貯蓄等調査票（様式第４号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在，月間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．貯蓄現在高，２．借入金残高，３．建物・土地の購入計画 

※ 

【調査票名】 ４－世帯票（様式第５号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯及び単身世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ ８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）他計 （把握時）調査日現在，月間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．性別，２．年齢，３．職業，５．在学者の学校の種別（二人以上の世帯について），４．住

居の構造，５．住居の所有関係，面積，居住室数，家賃・地代，６．無職世帯の主な収入源 
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【調査票名】 ５－準調査世帯票（様式第６号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）総務大臣が定める方法により抽出された世帯で，やむを

得ない理由により除外された世帯 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在，月間 

（系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．世帯主の氏名，年齢及び職業，世帯人員，就業人員，２．住居の所有関係，３．１か月の家

計費総額， 
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３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 電力の送受電に関する実績調査 

【実施機関】 資源エネルギー庁 

【目 的】 我が国の電気事業制度改革による自由化分野における市場動向，安定供給への影響，振替供給料金制

度の廃止の影響などについて評価・検証することを目的とし，新たな制度改革の基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－電力の送受電に関する実績調査票（一般電気事業者用），２－電力の送受電に関する実績調

査票（特定規模電気事業者用），３－電力の送受電に関する実績調査票（特定電気事業者用），４

－電力の送受電に関する実績調査票（卸電気事業者用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」調査年の７月末頃までに審議会資

料として公表（インターネットでも公表） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－電力の送受電に関する実績調査票（一般電気事業者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２６１ 調査票承認番号（旧）          

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）電気事業法第２条第１項第２号に規定する一般電気事

業者 （抽出枠）電気事業法第３条第１項に基づく事業許可台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０／母１０ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）５月１日 （系統）経済産

業省資源エネルギー庁→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月３１日 

【調査事項】 １．事業者の概要，２．送受電実績，３．会社間連系線使用実績，４．一般電気事業者間におけ

る振替供給等に関する実績，５．電力系統の安定的な運用に関する実績 

※ 

【調査票名】 ２－電力の送受電に関する実績調査票（特定規模電気事業者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２０年７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２６２ 調査票承認番号（旧）          

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）電気事業法第２条第１項第８号に規定する特定規模電

気事業者 （抽出枠）電気事業法第１６条の２第１項に基づく事業届出台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１３／母１３ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）５月１日 （系統）経済産

業省資源エネルギー庁→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月３１日 

【調査事項】 １．事業者の概要，２．送受電実績 

※ 

【調査票名】 ３－電力の送受電に関する実績調査票（特定電気事業者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２６３ 調査票承認番号（旧）          

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）電気事業法第２条第１項第６号に規定する特定電気事

業者 （抽出枠）電気事業法第３条第１項に基づく事業許可台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５／母５ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取集）

郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）５月１日 （系統）経済産業省

資源エネルギー庁→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月３１日 

【調査事項】 １．事業者の概要，２．送受電実績 

※ 

【調査票名】 ４－電力の送受電に関する実績調査票（卸電気事業者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２６４ 調査票承認番号（旧）          
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）電気事業法第２条第１項第４号に規定する卸電気事業

者 （抽出枠）電気事業法第３条第１項に基づく事業許可台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４９／母４９ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）５月１日 （系統）経済産

業省資源エネルギー庁→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月３１日 

【調査事項】 １．事業者の概要，２．送受電実績 



 - 20 -

【調査名】 消費動向調査（全国，月次） 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所景気統計部 

【目 的】 消費者の意識の変化を迅速に把握し，景気の動向判断の基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和３２年度から「消費需要予測調査」として開始され，その後，何度か大幅な改正が行われ，平成

１６年度から，現在の調査方法にて調査が行われている。 

【調査の構成】 １－消費動向調査調査票（平成２０年４，５，７，８，１０，１１，平成２１年１，２月調

査），２－消費動向調査調査票（平成２０年６，９，１２月調査），３－消費動向調査調査票（平

成２１年３月調査） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びインターネット

（調査月の翌月上旬） （表章）全国 

【経 費】 ２４８，０７８千円 

※ 

【調査票名】 １－消費動向調査調査票（平成２０年４，５，７，８，１０，１１，平成２１年１，２月調査） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２６５ 調査票承認番号（旧）２６８８２ 

【調査対象】 （地域）全国の市町村のうちから抽出した２３０市町村（東京都特別区を含む） （単位）世帯 

（属性）学生及び外国人世帯を除く一般世帯及び単身世帯 （抽出枠）平成１７年度国勢調査区一

覧表，住民基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７２０／母４７，８００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）１５日 （系統）内閣府→民間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．消費者の意識（１）暮らし向き，（２）収入の増え方，（３）雇用環境，（４）耐久消費財

の買い時判断（５）資産価値，２．物価の見通しについて，３．世帯の状況 

※ 

【調査票名】 ２－消費動向調査調査票（平成２０年６，９，１２月調査） 
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【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２６６ 調査票承認番号（旧）２６８８３ 

【調査対象】 （地域）全国の市町村のうちから抽出した２３０市町村（東京都特別区を含む） （単位）世帯 

（属性）学生及び外国人世帯を除く一般世帯及び単身世帯 （抽出枠）平成１７年度国勢調査区一

覧表，住民基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７２０／母４７，８００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）１５日 （系統）内閣府→民間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．消費者の意識（１）暮らし向き，（２）収入の増え方，（３）雇用環境，（４）耐久消費財

の買い時判断，（５）レジャー時間の増減，（６）資産価値，２．物価の見通しについて，３．旅

行の実績・予定（１）国内旅行，（２）海外旅行，４．自己啓発・趣味・レジャー・サービス等の

支出予定（１）自己啓発費，（２）スポーツ活動費，（３）文化的催しの鑑賞費，（４）娯楽施設

等費，（５）外食費，（６）家事代行サービス費，５．世帯の状況 

※ 

【調査票名】 ３－消費動向調査調査票（平成２１年３月調査） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２６７ 調査票承認番号（旧）２６８８４ 

【調査対象】 （地域）全国の市町村のうちから抽出した２３０市町村（東京都特別区を含む） （単位）世帯 

（属性）学生及び外国人世帯を除く一般世帯及び単身世帯 （抽出枠）平成１７年度国勢調査区一

覧表，住民基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７２０／母４７，８００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）１５日 （系統）内閣府→民間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．消費者の意識（１）暮らし向き，（２）収入の増え方，（３）雇用環境，（４）耐久消費財
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の買い時判断，（５）レジャー時間の増減，（６）資産価値，２．物価の見通しについて，３．旅

行の実績・予定（１）国内旅行，（２）海外旅行，４．自己啓発・趣味・レジャー・サービス等の

支出予定（１）自己啓発費，（２）スポーツ活動費，（３）文化的催しの鑑賞費，（４）娯楽施設

等費，（５）外食費，（６）家事代行サービス費，５．主要耐久消費財等の保有状況及び買替え状

況，６．世帯の状況 
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【調査名】 経済産業省設備投資調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局産業資金課，経済産業省産業技術環境局環境指導室 

【目 的】 企業の最近における設備投資の実績及び計画の実態を具体的に把握することによって，産業政策に係

る企画・立案等の資料として利用するとともに，産業の適正な設備投資計画の遂行及びその所要資金の

円滑な調達を確保するための行政上の資料を得る。 

【沿 革】 本調査は昭和２６年以降毎年２回（「春調査（３月３１日現在で実施する調査）」「秋調査（１０月

１日現在で実施する調査）」）行われていた。昭和４８年以降，「公害防止関係調査」を吸収し，公害

防止設備投資調査票を追加。平成１４年度調査から報告者負担の軽減の観点から，３月３１日現在に実

施する調査のみの実施とし，１０月１日現在で実施する調査は休止している。 

【調査の構成】 １－設備投資調査票（本票），２－設備投資調査票（業種別），３－設備投資調査票（リース

業），４－公害防止設備投資調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）平成２０年７月下旬頃に公表予定，経済産業省ホーム

ページにも掲載 （表章）全国 

【経 費】 ３，６９５千円 

※ 

【調査票名】 １－設備投資調査票（本票） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年７月２２日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２６８ 調査票承認番号（旧）２６８１６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）経済産業省所管業種及び医薬品製造業，建設業，不動産

業に係る資本金１億円以上の企業 （抽出枠）経済産業省企業活動基本調査の名簿及び業所管課の

保有する名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，３００／母１２，０９１ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２０年３月３１日現在 （系統）経済産業省（経済産業政策局，製

造産業局，商務情報政策局，資源エネルギー庁）→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年６月２日 
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【調査事項】 １．フェイス事項（１）会社名，本店所在地，作成者氏名，電話番号等，（２）払込資本金，

（３）従業員数等，２．企業調査事項（１）取得設備投資額，（２）資金調達環境について，３．

業種別調査事項（主業種を記入）（１）取得設備投資額，（２）取得設備投資額の投資目的別構成

比，（３）設備投資の増額に関するアンケート 

※ 

【調査票名】 ２－設備投資調査票（業種別） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年７月２２日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２６９ 調査票承認番号（旧）２６８１７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）経済産業省所管業種及び医薬品製造業，建設業，不動産

業に係る資本金１億円以上の企業 （抽出枠）経済産業省企業活動基本調査の名簿及び業所管課の

保有する名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，３００／母１２，０９１ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２０年３月３１日現在 （系統）経済産業省（経済産業政策局，製

造産業局，商務情報政策局，資源エネルギー庁）→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年６月２日 

【調査事項】 １．業種名，２．会社名，３．取得設備投資額，４．取得設備投資額の投資目的別構成比，５．

設備投資の増額に関するアンケート 

※ 

【調査票名】 ３－設備投資調査票（リース業） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年７月２２日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２７０ 調査票承認番号（旧）２６８１８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）リース業のうち，資本金１億円以上の企業 （抽出枠）

経済産業省企業活動基本調査の名簿及び業所管課の保有する名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６０／母１０３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 



 - 25 -

（把握時）平成２０年３月３１日現在 （系統）経済産業省（経済産業政策局，商務情報政策局）

→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年６月２日 

【調査事項】 １．企業名等，２．払込資本金，３．従業員数，４．取得設備投資額，５．機器別設備投資額

（取得ベース），６．業種別契約額，７．企業規模別契約額比率，８．海外での事業活動につい

て，９．今後の設備投資計画の見通しについて，１０．資金調達環境について 

※ 

【調査票名】 ４－公害防止設備投資調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年７月２２日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２７１ 調査票承認番号（旧）２６８１９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）経済産業省所管業種に係る資本金１億円以上の企業 

（抽出枠）経済産業省企業活動基本調査の名簿及び業所管課の保有する名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，２５０／母５，０２２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年３月３１日現在 （系統）経済産業省（産業技術環境局，経済産

業政策局，製造産業局，商務情報政策局，資源エネルギー庁）→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年６月２日 

【調査事項】 １．企業名等，２．払込資本金，３．従業員数，４．公害防止施設投資額及び全設備投資額総額

（工事ベース），５．特定公害防止施設に対する施設投資額（工事ベース）及び特定公害防止施設

の残存価格，６，租税特別措置法上特別償却の対象となっている公害防止施設投資額（工事ベー

ス） 



 - 26 -

【調査名】 容器包装利用・製造等実態調査 

【実施機関】 経済産業省産業技術環境局リサイクル推進課，農林水産省総合食料局食品産業企画課 

【目 的】 容器包装の利用・製造等の実態を把握し，再商品化義務量策定のための数値等を算出する基礎にす

る。 

【調査の構成】 １－容器包装利用・製造等実態調査票，２－簡易回答票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）平成２０年度末に概要版により公表（ＨＰ

上でも公表） （表章）全国 

【経 費】 ５４，０７５千円 

※ 

【調査票名】 １－容器包装利用・製造等実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２７２ 調査票承認番号（旧）２６９０８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）容器包装を利用・製造企業等 （抽出枠）工業統計調

査，商業統計調査，事業所・企業統計調査，世界農林業センサス及び漁業センサスから必要項目を

転写したデータにより作成された名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３９，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年３月末 （系統）経済産業省（農林水産省）→民

間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年６月 

【調査事項】 １．容器包装利用・製造等の有無，２．企業名等，３．従業員数，４．総販売額，５．業務内容

とその販売額，６．容器包装の利用又は製造等の形態，７．容器包装の利用の量及び販売額（利用

事業者・製造等事業者別（業種，容器包装の種類，容器包装利用商品販売額，輸出品利用量，国内

利用量，自主回収認定容器利用量，容器包装利用量，自主回収認定容器分を除く容器包装回収量，

業務用出荷容器包装量）），８．容器の製造等の量及び販売額（出荷対象業種，容器の販売額，国

内出荷量，回収容器量，業務用出荷容器量） 
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【調査票名】 ２－簡易回答票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２７３ 調査票承認番号（旧）２６９０９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）容器包装を利用・製造企業等 （抽出枠）工業統計調

査，商業統計調査，事業所・企業統計調査，世界農林業センサス及び漁業センサスから必要項目を

転写したデータにより作成された名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３９，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年３月３１日現在 （系統）経済産業省（農林水産

省）→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年６月 

【調査事項】 １．企業名等，２．平成２０年３月末時点での従業員数，３．平成１９年度総販売額，４．業務

内容とその販売額 
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【調査名】 建設関連業等の動態調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部 

【目 的】 建設関連業等の活動の動向を迅速，的確に把握し，各建設関連業等に関する各種施策に資するととも

に，建設活動の先行指標又は一致指標として建設行政の基礎資料を得る 

【沿 革】 平成６年４月から実施 

【調査の構成】 １－測量業の動態調査票，２－建設コンサルタントの動態調査票，３－地質調査業の動態調査

票，４－建築設計業務の動態調査票Ａ票，５－建築設計業務の動態調査票Ｂ票，６－建設機械器具

リース業の動態調査票，７－重仮設リース業の動態調査票，８－軽仮設リース業の動態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びインターネット

（調査対象月の翌月末） （表章）全国 

【経 費】 ４，０５０千円 

※ 

【調査票名】 １－測量業の動態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２７４ 調査票承認番号（旧）２６４５７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）測量業の登録業者 （抽出枠）（社）全国測量設計業協

会連合会会員名簿及び（社）日本測量調査技術協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／母２，９１５ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎月１日から末日 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月１５日 

【調査事項】 １．１か月間の元請の契約件数及び契約金額（１）国内公共，（２）国内民間，（３）海外公

共，（４）海外民間，２．事業所の月末の従業者数，３．事業所の月間売上高 

※ 

【調査票名】 ２－建設コンサルタントの動態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２７５ 調査票承認番号（旧）２６４５８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建設コンサルタントの登録業者 （抽出枠）建設コンサ

ルタンツ協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／母４５４ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎月１日から末日 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月１５日 

【調査事項】 １．１か月間の元請の契約件数及び契約金額（１）国内公共，（２）国内民間，（３）海外公

共，（４）海外民間，２．事業所の月末の従業者数，３．事業所の月間売上高 

※ 

【調査票名】 ３－地質調査業の動態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２７６ 調査票承認番号（旧）２６４５９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）地質調査業の登録業者 （抽出枠）全国地質調査業協会

連合会会員名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／母６９４ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎月１日から末日 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月１５日 

【調査事項】 １．１か月間の元請の契約件数及び契約金額（１）国内公共，（２）国内民間，（３）海外公

共，（４）海外民間，２．事業所の月末の従業者数，３．事業所の月間売上高 

※ 

【調査票名】 ４－建築設計業務の動態調査票Ａ票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２７７ 調査票承認番号（旧）２６４６０ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建築士事務所の登録業者（建築設計事務所の建築設計部

門） （抽出枠）（社）日本建築士会連合会，（社）日本建築士事務所協会連合会，（社）日本建

築家協会及び建築業協会の各協会の会員名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５５／母１４，８８０ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）毎月１日から末日 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月１５日 

【調査事項】 １．１か月間の元請の契約件数及び契約金額（１）国内公共，（２）国内民間，（３）海外公

共，（４）海外民間，２．事業所の月末の従業者数，３．事業所の月間売上高 

※ 

【調査票名】 ５－建築設計業務の動態調査票Ｂ票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２７８ 調査票承認番号（旧）２６４６０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建築士事務所の登録業者（建設会社の建築設計部門） 

（抽出枠）（社）日本建築士会連合会，（社）日本建築士事務所協会連合会，（社）日本建築家協

会及び建築業協会の各協会の会員名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３５／母１４，８８０ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）毎月１日から末日 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月１５日 

【調査事項】 １．１か月間の建築設計業務の件数等 

※ 

【調査票名】 ６－建設機械器具リース業の動態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２７９ 調査票承認番号（旧）２６４６１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建設機械器具の賃貸業者 （抽出枠）（社）全国建設機
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械器具リース業協会名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／母１，０５８ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎月１日から末日 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月１５日 

【調査事項】 １．１か月間の賃貸売上高，２．主要品目の月間稼動延べ台数及び月末総保有台数，３．事業所

の月末の従業者数，４．事業所の月間売上高 

※ 

【調査票名】 ７－重仮設リース業の動態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２８０ 調査票承認番号（旧）２６４６２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）重仮設材の賃貸業者 （抽出枠）重仮設業協会名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８／母９ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）

自計 （把握時）毎月１日から末日 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月１５日 

【調査事項】 １．１か月間の賃貸売上高，２．主要品目の月末稼動量及び月末総保有量，３．事業所の月末の

従業者数，４．事業所の月間売上高 

※ 

【調査票名】 ８－軽仮設リース業の動態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２８１ 調査票承認番号（旧）２６４６３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）軽仮設材の賃貸業者 （抽出枠）軽仮設リース業協会名

簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１５／母８７ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）毎月１日から末日 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 
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【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月１５日 

【調査事項】 １．１か月間の賃貸売上高，２．主要品目の月末稼動量及び月末総保有量，３．事業所の月末の

従業者数，４．事業所の月間売上高 
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【調査名】 法人企業景気予測調査 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所景気統計部，財務省財務総合政策研究所調査統計部調査統計課 

【目 的】 我が国の経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより，経済の現状及び今後の見通し

に関する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－法人企業景気予測調査票（平成２０年４～６月），２－法人企業景気予測調査票（平成２０

年７～９月），３－法人企業景気予測調査票（平成２０年１０～１２月），４－法人企業景気予測

調査票（平成２１年１～３月） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）新聞発表（調査月の翌月） （表章）全国 

【経 費】 ２８，５９２千円 

※ 

【調査票名】 １－法人企業景気予測調査票（平成２０年４～６月） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２８２ 調査票承認番号（旧）２６８８５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統

計調査名簿（金融・保険業を除く），事業所・企業統計調査名簿（金融・保険業のみ） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１１６，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）５月２５日現在 （系統）〔ペーパー〕財

務省→財務事務所・出張所→財務（支）局・沖縄総合事務局→報告者， 〔インターネット〕財務

省→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）６月１日 

【調査事項】 １．貴社の景況，２．貴社の景況判断の決定要因，３．国内の景況，４．売上高，５．経常利

益，６．国内需要，７．海外需要，８．製（商）品・サービスの販売価格，９．原材料・製（商）

品の仕入れ価格，１０．製（商）品在庫，１１．原材料在庫，１２．資金繰り，１３．金融機関の

融資態度，１４．生産・販売などのための設備，１５．従業員数，１６．うち臨時・パートの数，

１７．２０年度における資金調達方法，１８．２０年度における設備投資のスタンス，１９．利益
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配分のスタンス，（４．５．６．７．８．９．１０．１１．１２．は金融・保険業を除く），２

０．企業収益（１）売上高，（２）経常利益（（１），（２），とも金融・保険業を除く），２

１．設備投資（１）新規設備投資額，（２）うち土地購入額，（３）ソフトウエア投資額 

※ 

【調査票名】 ２－法人企業景気予測調査票（平成２０年７～９月） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２８３ 調査票承認番号（旧）２６８８６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統

計調査名簿（金融・保険業を除く），事業所・企業統計調査名簿（金融・保険業のみ） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１１６，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）８月２５日現在 （系統）〔ペーパー〕財

務省→財務（支）局・沖縄総合事務局→財務事務所・出張所→報告者， 〔インターネット〕財務

省→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）９月１日 

【調査事項】 １．貴社の景況，２．貴社の景況判断の決定要因，３．国内の景況，４．売上高，５．経常利

益，６．国内需要，７．海外需要，８．製（商）品・サービスの販売価格，９．原材料・製（商）

品の仕入れ価格，１０．製（商）品在庫，１１．原材料在庫，１２．資金繰り，１３．金融機関の

融資態度，１４．生産・販売などのための設備，１５．従業員数，１６．うち臨時・パートの数，

１７．２０年度における資金調達方法，１８．２０年度における設備投資のスタンス，１９．利益

配分のスタンス，（４．５．６．７．８．９．１０．１１．１２．は金融・保険業を除く），２

０．企業収益（１）売上高，（２）経常利益（（１），（２），とも金融・保険業を除く），２

１．設備投資（１）新規設備投資額，（２）うち土地購入額，（３）ソフトウエア投資額 

※ 

【調査票名】 ３－法人企業景気予測調査票（平成２０年１０～１２月） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月４日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２０年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２８４ 調査票承認番号（旧）２６８８７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統

計調査名簿（金融・保険業を除く），事業所・企業統計調査名簿（金融・保険業のみ） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１１６，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）１１月２５日現在 （系統）〔ペーパー〕

財務省→財務（支）局・沖縄総合事務局→財務事務所・出張所→報告者， 〔インターネット〕財

務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）１２月１日 

【調査事項】 １．貴社の景況，２．貴社の景況判断の決定要因，３．国内の景況，４．売上高，５．経常利

益，６．国内需要，７．海外需要，８．製（商）品・サービスの販売価格，９．原材料・製（商）

品の仕入れ価格，１０．製（商）品在庫，１１．原材料在庫，１２．資金繰り，１３．金融機関の

融資態度，１４．生産・販売などのための設備，１５．従業員数，１６．うち臨時・パートの数，

１７．２０年度における資金調達方法，１８．２０年度における設備投資のスタンス，１９．利益

配分のスタンス，（４．５．６．７．８．９．１０．１１．１２．は金融・保険業を除く），２

０．企業収益（１）売上高，（２）経常利益（（１），（２），とも金融・保険業を除く），２

１．設備投資（１）新規設備投資額，（２）うち土地購入額，（３）ソフトウエア投資額 

※ 

【調査票名】 ４－法人企業景気予測調査票（平成２１年１～３月） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２８５ 調査票承認番号（旧）２６８８８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統

計調査名簿（金融・保険業を除く），事業所・企業統計調査名簿（金融・保険業のみ） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１，１８０，０００ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）２月２５日現在 （系統）〔ペーパ
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ー〕財務省→財務（支）局・沖縄総合事務局→財務事務所・出張所→報告者， 〔インターネッ

ト〕財務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）３月１日 

【調査事項】 １．貴社の景況，２．貴社の景況判断の決定要因，３．国内の景況，４．売上高，５．経常利

益，６．国内需要，７．海外需要，８．製（商）品・サービスの販売価格，９．原材料・製（商）

品の仕入れ価格，１０．製（商）品在庫，１１．原材料在庫，１２．資金繰り，１３．金融機関の

融資態度，１４．生産・販売などのための設備，１５．従業員数，１６．うち臨時・パートの数，

１７．２０年度における資金調達方法，１８．２０年度における設備投資のスタンス，１９．利益

配分のスタンス，（４．５．６．７．８．９．１０．１１．１２．は金融・保険業を除く），２

０．企業収益（１）売上高，（２）経常利益（（１），（２），とも金融・保険業を除く），２

１．設備投資（１）新規設備投資額，（２）うち土地購入額，（３）ソフトウエア投資額 
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【調査名】 農業協同組合及び同連合会一斉調査 

【実施機関】 農林水産省経営局協同組織課 

【目 的】 信用，共済，販売等の事業を総合的に行う総合農協の指導・監督や制度の見直し等のため資料を整備

するとともに広く国民に情報を提供する。 

【沿 革】 本調査は、農林水産省が農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）に基づき設立された農業協同

組合、農業協同組合連合会及び農事組合法人を調査対象として、昭和２４年以降毎年実施されている。

平成１６年度調査において従来８種類の調査票（１．農業協同組合一斉調査票（総合農協），２．農業

協同組合一斉調査票（専門農協），３．農業協同組合連合会一斉調査票（信連），４．農業協同組合連

合会一斉調査票（経済連），５．農業協同組合連合会一斉調査票（厚生連），６．農業協同組合連合会

一斉調査票（開拓等の連合会），７．農事組合法人一斉調査票，８．農業協同組合経営分析調査票）で

実施されていたものを集計作業の簡素化及び調査客体の負担軽減を図る観点から調査票の統合を行うと

ともに農業協同組合経営分析調査票を廃止した。また，平成１９年度調査から，農事組合法人一斉調査

を廃止した。 

【調査の構成】 １－農業協同組合一斉調査票（総合農協），２－農業協同組合一斉調査票（専門農協），３－農

業協同組合連合会（都道府県区域）一斉調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）調査翌年の３月 印刷物による予定 （表章）全国 

【備 考】 経費：事務処理経費 

※ 

【調査票名】 １－農業協同組合一斉調査票（総合農協） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２８６ 調査票承認番号（旧）２６８４０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業協同組合 （属性）農業協同組合（総合農協） （抽出枠）農業協

同組合名簿（総合農協） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８６７／母８６７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オン

ライン （記入）自計 （把握時）平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの間に終了
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した事業年度 （系統）農林水産省経営局→都道府県→農業協同組合 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）７月末日 

【調査事項】 第１．組織関係，１．組合の名称，住所及び設立登記年月日，２．この調査票に記入した事業年

度，３．組合の地帯分類，４．組合員数及び複数正組合員制，（１）組合員数，（２）一戸複数正

組合員制，５．役員数及び役員選出方法，（１）役員数，（２）役員選出方法，（３）役員選出

枠，（４）女性枠，農協青（壮）年部枠選出役員数，６．職員，（１）職員総数，（２）職員の担

当業務別人員数，（３）営農指導員の担当業務別人員数，７．組合員の資格，（１）正組合員，

（２）准組合員，８．組合員組織，（１）集落組織，（２）業種別生産組織，（３）農協青（壮）

年部，（４）農協女性部，９．労働時間・給与・定年制，（１）労働時間，（２）給与，（３）新

卒者採用数，（４）定年制，（５）退職金， 第２．事業関係，１．実施した事業，（１）農業生

産，（２）保健・生活文化，（３）医療，（４）その他，２．専属利用契約，３．信用事業及び共

済事業の委託施設の状況，４．共同利用施設の状況，５．事業契約，６．貸借対照表，参考（１）

退職給付債務等の状況，（２）出資金の出資口数，（３）勘定科目の内訳，（４）貯金，（５）借

入金，（６）経済事業未払金，（７）個別貸倒引当金，７．損益計算書，８．剰余金処分，９．こ

の事業年度中に支払った諸税，１０．勘定科目の内訳，（１）指導事業収入，（２）事業管理費，

（３）役員報酬の内訳，１１．部門別損益計算書，１２．信用事業，（１）主要勘定月末平均残

高，（２）国債等の売買の媒介等業務実績，（３）貸出金事業年度末残高明細，（４）信用事業の

実施状況，（５）ＣＤ，ＡＴＭの設置状況，１３．系統外出資等の状況，（１）組合が，株式会社

の株式を取得している状況，（２）（１）のうち，組合の子会社の業種及び経営状態について，１

４．購買事業，１５．販売事業，１６．加工事業，１７．購買店舗数，１８．補助金等，１９．奨

励金・特別配当 

※ 

【調査票名】 ２－農業協同組合一斉調査票（専門農協） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２８７ 調査票承認番号（旧）２６８４１ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業協同組合 （属性）農業協同組合（専門農協） （抽出枠）農業協

同組合名簿（専門農協） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７９６／母２，３７２ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの

間に終了した事業年度 （系統）農林水産小経営局→都道府県→農業協同組合 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）７月末日 

【調査事項】 １．組合の名称，住所等，２．出資・非出資の別，３．事業年度の始期と終期，４．組合員数，

５．役員数，６．職員数，７．職員の給与状況，８．株式会社への株式取得状況，９．財務状況，

１０．損益状況，１１．剰余金処分又は損失金処理計算書，１２．補助金，１３．この事業年度中

に支払った諸税，１４．購買事業，１５．販売事業，１６．加工事業，１７．その他の事業，１

８．共同利用施設所有状況 

※ 

【調査票名】 ３－農業協同組合連合会（都道府県区域）一斉調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２８８ 調査票承認番号（旧）２６８４２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業協同組合連合会 （属性）農業協同組合連合会（信連４１），（経

済連９），（厚生連３１），（その他２９），全国区域，２県以上全国区域未満及び県区域未満の

連合会を除く。 （抽出枠）農業協同組合連合会名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１０／母１１０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オン

ライン （記入）自計 （把握時）平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの間に終了

した事業年度 （系統）農林水産省経営局→都道府県→農業協同組合連合会 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）７月末日 

【調査事項】 １．連合会の名称，住所及び設立登記年月日等，２．会員数，３．附加議決（選挙）権，４．役

員数，５．補助金・助成金（信連を除く連合会），６．本事業年度中に納付した諸税，７．外部出

資，８．剰余金処分又は損失金処理計算書９．職員数及び本所，支所，出張所，代理所数等，１



 - 40 -

０．職員給与状況，（１）給与，（２）新卒者の採用者数，１１．信連の財務諸表，（１）信連貸

借対照表，（２）信連損益計算書，１２．厚生連の財務諸表，（１）厚生連貸借対象表，（２）厚

生連損益計算書，１３．経済連の財務諸票，（１）経済連貸借対照表，（２）経済連損益計算書，

１４．その他の連合会の財務諸表，（１）その他の連合会貸借対照表，（２）その他の連合会損益

計算書，１５．信連貸借対象表の明細，（１）預け金，（２）貯金，（３）有価証券，１６．購

買・販売事業，（１）購買事業，（２）販売事業，１７．加工（製造）事業，１８．農業倉庫事

業，１９．共同利用施設等の所有状況 
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【調査名】 社会福祉施設等調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 全国の社会福祉施設等の数，在所者，従事者の状況等を把握して社会福祉行政推進のための基礎資料

を得るとともに，社会福祉施設等名簿を作成することを目的とする。 

【調査の構成】 １－保護施設・老人福祉施設 身体障害者社会参加支援施設等調査票，２－障害者支援施設等調

査票，３－児童福祉施設等調査票，４－保育所調査票，５－障害福祉サービス等事業所票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）集計終了後，平成２１年９月を目途に公表する。 

（表章）全国 

【経 費】 ４６，４４９千円 

※ 

【調査票名】 １－保護施設・老人福祉施設 身体障害者社会参加支援施設等調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２８９ 調査票承認番号（旧）２６９６０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）生活保護法による保護施設，老人福祉法による老人福

祉施設，売春防止法による婦人保護施設及び有料老人ホーム等 （抽出枠）社会福祉施設等名簿一

覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２１，５００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）平成２０年１０月１日 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務

所→社会福祉施設等管理者，厚生労働省→国が設置した身体障害者福祉センター 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月１５日 

【調査事項】 法人名，施設名，施設の所在地等，活動の状況，認可・届出・設置年月日，設置主体，経営主

体，定員，在所者数，年齢階級別在所者数，職種・常勤・非常勤別従事者数，苦情解決のための取

組状況 

※ 

【調査票名】 ２－障害者支援施設等調査票 
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【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２９０ 調査票承認番号（旧）２６９６１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）旧身体障害者福祉法による身体障害者更正援護施設，

旧知的障害者福祉法による知的障害者援護施設，旧精神保健及び精神障害者福祉に関する法律によ

る精神障害者社会復帰施設及び障害者自立支援法による障害者支援施設等 （抽出枠）社会福祉施

設等名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１，０００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所

→社会福祉施設等管理者，厚生労働省→国立福祉施設管理者等 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月１５日 

【調査事項】 法人名，施設名，施設の所在地等，活動の状況，認可・届出・設置年月日，設置主体，経営主

体，定員，在所者数，年齢階級別在所者数，職種・常勤・非常勤別従事者数，苦情解決のための取

組状況，過去１年間の退職理由別退所者数，退所後の住居，指定障害者支援施設の指定等，指定障

害者支援施設の昼間実施サービス，サービスの種類別利用者数，自律訓練サービス内訳 

※ 

【調査票名】 ３－児童福祉施設等調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２９１ 調査票承認番号（旧）２６９６２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）児童福祉法による児童福祉施設（保育所を除く）及び

母子及び寡婦福祉法による母子福祉施設 （抽出枠）社会福祉施設等名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１，０００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所

→社会福祉施設等管理者，厚生労働省→国立福祉施設管理者等 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月１５日 
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【調査事項】 法人名，施設名，施設の所在地，活動の状況，認可・届出・設置年月日，設置主体，経営主体，

定員，在所者数，年齢階級別在所者数，職種・常勤・非常勤別従事者数，苦情解決のための取組状

況，過去一年間の在所期間退所理由別退所者数 

※ 

【調査票名】 ４－保育所調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２９２ 調査票承認番号（旧）２６９６３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）保育所及びへき地保育所 （抽出枠）社会福祉施設等

名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２５，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉

事務所→社会福祉施設等管理者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月１５日 

【調査事項】 法人名，施設名，施設の所在地等，活動の状況，認可・届出・設置年月日，設置主体，経営主

体，分園の有無・分園数，定員，在所児数，年齢階級別在所児数，開所時間，職種・常勤・非常勤

別従事者数，苦情解決のための取組状況 

※ 

【調査票名】 ５－障害福祉サービス等事業所票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２９３ 調査票承認番号（旧）２６９６４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）障害者自立支援法による障害福祉サービス事業所，相

談支援事業所 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０，０００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所
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→障害福祉サービス等事業者，厚生労働省→障害福祉サービス等事業者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月２０日 

【調査事項】 法人名，事業所名，事業所の所在地等，経営主体，他の施設・事業所の併設状況，苦情解決のた

めの取組状況，事業（サービス）の種類・活動状況・サービスの種類ごとの事業所番号・事業所

名・事業開始年月日，サービスごとのサービスの提供状況（営業日数等，利用実人員とその内訳）

及び介護保険法による指定の有無，サービス・職種・常勤・非常勤別従事者数，相談支援事業 
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【調査名】 介護サービス施設・事業所調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 全国の介護サービスの提供体制，提供内容等を把握することにより，介護サービスの提供面に着目し

た基盤整備に関する基礎資料を得るとともに，介護サービス施設・事業所名簿を作成することを目的と

する。 

【調査の構成】 １－介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票，２－介護老人保健施設票，３－介護療

養型医療施設票，４－訪問看護ステーション票，５－居宅サービス事業所（福祉関係）票，６－地

域密着型サービス事業所票，７－居宅サービス事業所（医療関係）票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）平成２１年９月を目途に「平成２０年介護サービス施

設・事業所調査結果の概況」及び「平成２０年介護サービス施設・事業所調査報告（報告書）」と

して公表 （表章）全国 

【経 費】 ６３，２７２千円 

※ 

【調査票名】 １－介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２９４ 調査票承認番号（旧）２６９４５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）介護老人福祉施設及び地域密着型介護老人福祉施設 

（抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，７００ （配布）保健所・福祉事務所の調査員 （取集）保健

所・福祉事務所の調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労

働省→都道府県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名，施設・事業所等の名称・所在地，２．開設主体及び経営主体，３．開設年月，４．

介護報酬上の届出，５．社会福祉法人等による軽減の状況，６．居住費の状況，食費の状況，７．

施設・事業所の併設の状況，夜勤時間帯における勤務体制，夜間職員の実人員数及び総時間，８．
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従事者数，就職者数及び退職者数，９．苦情解決のための取組状況，１０．ユニットの状況，定

員，及び居室又は療養室又は病室等の状況，１１．サービスの状況（在所者数，在院者数又は利用

者数）等 

※ 

【調査票名】 ２－介護老人保健施設票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２９５ 調査票承認番号（旧）２６９４６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）介護老人保健施設 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，８００ （配布）保健所・福祉事務所の調査員 （取集）保健

所・福祉事務所の調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労

働省→都道府県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名，施設・事業所等の名称・所在地，２．開設主体，３．開設年月，４．介護報酬上の

届出，５．小規模介護老人保健施設等の状況，６．居住費の状況，食費の状況，７．施設・事業所

の併設の状況，夜勤時間帯における勤務体制，夜間職員の実人員数及び総時間，８．従事者数，就

職者数及び退職者数，９．ユニットの状況，定員，及び居室又は療養室又は病院等の状況，１０．

サービスの状況（在所者数，在院者数又は利用者数） 

※ 

【調査票名】 ３－介護療養型医療施設票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２９６ 調査票承認番号（旧）２６９４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）介護療養型医療施設 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，８００ （配布）保健所・福祉事務所の調査員 （取集）保健

所・福祉事務所の調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労
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働省→都道府県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名，施設・事業所等の名称・所在地，２．開設主体，３．居住費の状況，食費の状況，

４．施設・事業所の併設の状況，夜勤時間帯における勤務体制，夜間職員の実人員数及び総時間，

５．従事者数，就職者数及び退職者数，６．ユニットの状況，定員，及び居室又は療養室又は病室

等の状況，７．サービスの状況（在所者数，在院者数又は利用者数） 

※ 

【調査票名】 ４－訪問看護ステーション票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２９７ 調査票承認番号（旧）２６９４８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）訪問看護ステーション及び介護予防訪問看護ステーシ

ョン （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，０００ （配布）保健所・福祉事務所の調査員 （取集）保健

所・福祉事務所の調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労

働省→都道府県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名，施設・事業所等の名称・所在地，２．開設主体，３．出張所等の状況，４．加算等

の届出の状況，５．事業所（サービス）の種類・事業所番号、６．「居宅介護支援事業所」の併設

の状況と従事者による介護支援専門員，７．従事者数，就職者数及び退職者数，８．サービスの状

況（在所者数，在院者数又は利用者数）等 

※ 

【調査票名】 ５－居宅サービス事業所（福祉関係）票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２９８ 調査票承認番号（旧）２６９４９ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）居宅サービス事業所（通所介護事業所，短期入所生活

介護事業所，特定施設入居者生活介護事業所，訪問介護事業所，訪問入浴介護事業所，福祉用具貸

与事業所，特定福祉用具販売事業所），居宅介護支援事業所，介護予防サービス事業所（介護予防

通所介護事業所，介護予防短期入所生活介護事業所，介護予防特定施設入居者生活介護事業所，介

護予防訪問介護事業所，介護予防訪問入浴介護事業所，介護予防福祉用具貸与事業所，特定介護予

防福祉用具販売事業所），介護予防支援事業所 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７６，０００ （配布）郵送・保健所・福祉事務所の調査員 （取

集）郵送・保健所・福祉事務所の調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 

（系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者，厚生労働省→

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月２０日 

【調査事項】 １．法人名，施設・事業所等の名称・所在地，２．経営主体，３．事業所（サービス）の種類・

事業所番号，４．該当するサービス別の（従事者数，就職者数，退職者数），５．苦情解決のため

の取組状況，６．該当するサービス別の定員（又は営業日数等），利用者数等 

※ 

【調査票名】 ６－地域密着型サービス事業所票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７２９９ 調査票承認番号（旧）２６９５０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）地域密着型サービス事業所（認知症対応型通所介護事

業所，認知症対応型共同生活介護事業所，地域密着型特定施設入居者生活介護事業所，夜間対応型

訪問介護事業所，小規模多機能型居宅介護事業所），地域密着型介護予防サービス事業所（介護予

防認知症対応型通所介護事業所，介護予防認知症対応型共同生活介護事業所，介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所） （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８，１００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→保健所・福
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祉事務所→報告者，厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月２０日 

【調査事項】 １．法人名，施設・事業所等の名称・所在地，２．経営主体，３．事業所（サービス）の種類・

事業所番号，４．該当するサービス別の（従事者数，就職者数，退職者数），５．苦情解決のため

の取組状況，６．該当するサービス別の定員（又は営業日数等），利用者数等 

※ 

【調査票名】 ７－居宅サービス事業所（医療関係）票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３００ 調査票承認番号（旧）２６９５１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）居宅サービス事業所（通所リハビリテーション事業

所，短期入所療養介護事業所，介護予防通所リハビリテーション事業所，介護予防短期入所療養介

護事業所） （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，５００ （配布）保健所・福祉事務所の調査員 （取集）保健

所・福祉事務所の調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労

働省→都道府県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名，施設・事業所等の名称・所在地，２．開設主体，３．施設の種類，４．該当するサ

ービス別の（従事者数，就職者数，退職者数），５．該当するサービス別の定員（又は営業日数

等），利用者数等 
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【調査名】 外資系企業動向調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部企業統計室 

【目 的】 我が国外資系企業の経営動向を把握することにより，今後の産業政策及び通商政策の推進に資するた

めの資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，昭和４２年に我が国における外資系企業の経営動向を把握するために開始。 

【調査の構成】 １－外資系企業動向調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「外資系企業動向調査」（確報）（６月） 

（表章）全国 

【経 費】 １６，０１２千円 

※ 

【調査票名】 １－外資系企業動向調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３０１ 調査票承認番号（旧）２６８４５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）（１）外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有し

ている企業，（２）外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している持株会社が出資する企

業であって，外国投資家の直接出資比率及び間接出資比率の合計が３分の１超となる企業。 （抽

出枠）外資系企業動向調査名簿等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，８００／母４，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）３月３１日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告書 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月３１日 

【調査事項】 １．企業の概要等，２．操業状況等，３．雇用の状況，４．国内事業所の種類及び数，５．売上

高，仕入高，６．費用等の状況，７．収益の状況，８．資産の状況，９．資金調達の状況 
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【調査名】 労働災害動向調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 主要産業における毎半期及び年間の労働災害の発生状況を明らかにして厚生労働行政の基礎資料とす

ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－労働災害動向調査事業所調査票，２－労働災害動向調査総合工事業調査票上半期，３－労働

災害動向調査総合工事業調査票下半期 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）調査実施後１年以内に結果概況を公表し，その後結果

報告を作成する。 （表章）全国 

【経 費】 ２１，８５４千円 

※ 

【調査票名】 １－労働災害動向調査事業所調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２３年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３０２ 調査票承認番号（旧）２６０４５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）農業，林業（林業に限る。），鉱業，採石業，砂利採

取業，建設業（総合工事業を除く。），製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業（通信

業，新聞業及び出版業に限る。），運輸業，郵便業，卸売業，小売業，宿泊業，飲食サービス業

（旅館，ホテルに限る。），生活関連サービス業，娯楽業（洗濯業，旅行業及びゴルフ場に限

る。），医療，福祉（病院，一般診療所，保健所，健康相談施設，児童福祉事業，老人福祉・介護

事業及び障害者福祉事業に限る。），サービス業（他に分類されないもの）（一般廃棄物処理業，

産業廃棄物処理業，自動車整備業，機械修理業及び建物サービス業に限る。）に属し，３０人以上

の常用労働者を雇用する民営及び公営事業所（製造業のうち特定の産業の１０～２９人規模の民営

事業所）。 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３０，３００／母２４０，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）１２月末 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報部→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）提出期限 １月２０日 
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【調査事項】 １．主な生産品の名称又は事業の内容，２．企業全体の全常用労働者数，３．貴事業所の全労働

者数及び常用労働者数，４．調査期間中の全労働者の延べ実労働時間数，５．労働災害による労働

不能程度別死傷者数及び延べ休業日数，６．永久一部労働不能の身体障害等級内訳別負傷者数，

７．不休災害被災労働者数 

※ 

【調査票名】 ２－労働災害動向調査総合工事業調査票上半期 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２３年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３０３ 調査票承認番号（旧）２６０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）建設業のうち総合工事業で，労働者災害補償保険の概

算保険料が１６０万円以上又は工事の請負金額が１億９０００万円以上の工事現場とする。 （抽

出枠）労働保険適用台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，３００／母９，３００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）６月末日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報部→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）提出期限 ７月２０日 

【調査事項】 １．工事現場の名称及び主な工事の内容，２．工事の請負金額，３．調査期間中の工事日数，

４．調査期間中の貴工事現場の全労働者の延べ実労働日数及び延べ実労働時間数，５．労働災害に

よる労働不能程度別死傷者及び述べ休業日数，６．永久一部労働不能の身体障害等級内訳別負傷者

数，７．不休災害被災労働者数 

※ 

【調査票名】 ３－労働災害動向調査総合工事業調査票下半期 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２３年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３０４ 調査票承認番号（旧）２６０４８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）建設業のうち総合工事業で，労働者災害補償保険の概

算保険料が１６０万円以上又は工事の請負金額が１億９０００万円以上の工事現場とする。 （抽
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出枠）労働保険適用台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，３００／母９，３００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）１２月末日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報部→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）提出期限 １月２０日 

【調査事項】 １．工事現場の名称及び主な工事の内容，２．工事の請負金額，３．調査期間中の工事日数，

４．調査期間中の貴工事現場の全労働者の延べ実労働日数及び延べ実労働時間数，５．労働災害に

よる労働不能程度別死傷者数及び延べ休業日数，６．永久一部労働不能の身体障害等級内訳別負傷

者数，７．不休災害被災労働者数，８．「工事日数」又は「貴工事現場の全労働者の延べ実労働日

数」の前期に対する変化の要因，９．上半期調査票の訂正及び追加欄 
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【調査名】 ２０１０年農林業センサスの調査内容に関する試行調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 ２０１０年農林業センサス調査内容に関する試行調査は，本調査（平成２２年２月予定）と同様の調

査系統を通じて実施し，調査実施上の課題を明らかにするとともに，特に調査事項の設定，設問の表現

等調査内容の検証を行い，改善策を調査設計に反映させることを目的とする。 

【調査の構成】 １－農林業経営体調査票，２－農山村地域調査票（市区町村用），３－農山村地域調査票（農業

集落用） 

【集計・公表】 （集計）（機械集計） （公表）公表しない。 

【経 費】 ７，４９６千円 

※ 

【調査票名】 １－農林業経営体調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３０５ 調査票承認番号（旧）          

【調査対象】 （地域）市区町村 （単位）農林業経営体 （属性）経営耕地面積等の外形基準を満たす農・林

業経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサス調査客体候補名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５００／母２，０９０，０００ （配布）調査員，民間事業者 

（取集）調査員，民間事業者 （記入）自計 （把握時）平成２０年７月１日現在 （系統）農林

水産省→道県→市町→統計調査員→報告者，農林水産省→道県→市町→民間事業者→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年６月中旬～７月中旬 

【調査事項】 １．経営体の概要，２．農業経営の特徴，３．世帯，４．農業労働力，５．農業用機械，６．土

地，７．農産物の生産，８．農産物の販売，９．農作業の委託，１０．山林，１１．林業労働力，

１２．林産物の販売，１３．素材生産，１４．林業作業の受託 

※ 

【調査票名】 ２－農山村地域調査票（市区町村用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２３日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２０年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３０６ 調査票承認番号（旧）          

【調査対象】 （地域）道県 （単位）市町 （属性）北海道（清水町），東京都（青梅市），石川県（小松

市），奈良県（奈良市），岡山県（真庭市），愛媛県（東温市），長崎県（雲仙市） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７／母１，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２０年７月１日現在 （系統）農林水産省→農政事務所→統計・情報センター→報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年６月中旬～７月中旬 

【調査事項】 １．森林面積・林野面積，２．地域資源を活用した施設（産地直売所），３．市区町村別，旧市

区町村別の総土地面積・林野面積 

※ 

【調査票名】 ３－農山村地域調査票（農業集落用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３０７ 調査票承認番号（旧）          

【調査対象】 （地域）道県 （単位）農山村地域・農業集落 （属性）農業集落（その範囲の全部が市街化区

域に該当する集落を除く）が存在すると認められる市区町村又は森林法で定められた森林計画区に

含まれる市区町村の区域で，農林水産省が認定したもの （抽出枠）２００５年農林業センサス農

業集落整理票 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０５０／母１４０，０００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）平成２０年７月１日現在 （系統）農林水産省→農政事務所→統

計・情報センター→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年６月中旬～７月中旬 

【調査事項】 １．立地条件，２．農業集落の概要，３．農業集落内での活動状況 
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【調査名】 平成２０年労務費率調査 

【実施機関】 厚生労働省労働基準局労災補償部労災管理課労災保険財政数理室 

【目 的】 この調査は，請負による建設事業について，賃金実態を把握し，労災保険料の算定に用いる現行の労

務費率の見直しの検討に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２０年労務費率調査票（単独有期事業場用），２－平成２０年労務費率調査票（一括有

期事業場用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）労働政策審議会の資料として公表する。 

（表章）全国 

【経 費】 ４，３７８千円 

※ 

【調査票名】 １－平成２０年労務費率調査票（単独有期事業場用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３０８ 調査票承認番号（旧）２６１６２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業場 （属性）建設事業に属する事業であって平成１９年に請負金額

５００万円以上の工事を行った単独有期事業場 （抽出枠）労働保険適用台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，２００／母４８，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省労働基準局→調査客体 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年７月１日～平成２０年７月２２日 

【調査事項】 １．工事の名称，期間及び内容，２．下請事業場数，３．請負金額（請負代金の額，請負代金に

加算する額，請負代金から控除する額，請負金額），４．保険料額，５．支払賃金額，６．延労働

者数 

※ 

【調査票名】 ２－平成２０年労務費率調査票（一括有期事業場用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年４月２５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年９月３０日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３０９ 調査票承認番号（旧）２６１６３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業場 （属性）建設事業に属する事業であって，平成１９年に請負金

額５００万円以上の工事を行った一括有期事業場 （抽出枠）労働保険適用台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，９００／母１４５，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省労働基準局→調査客体 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年７月１日～平成２０年７月２２日 

【調査事項】 １．工事の名称，期間及び内容，２．下請事業場数，３．請負金額（請負代金の額，請負代金に

加算する額，請負代金から控除する額，請負金額），４．保険料額，５．支払賃金額，６．延労働

者数 
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４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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（１） 新 規 

【調査名】 山口県鉱工業生産動態統計調査 

【実施機関】 山口県 

【目 的】 山口県の鉱工業生産の動態を明らかにし，鉱工業に関する施策の基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－山口県鉱工業生産動態統計調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」調査翌々月の１５日頃、県のホー

ムページ等で公表 （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－山口県鉱工業生産動態統計調査 

【受理年月日】 平成２０年４月１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１１ 受理番号（旧）          

【調査対象】 （地域）山口県全域 （単位）事業所 （属性）日本産業分類に揚げる大分類「Ｃ－鉱業，採石

業，砂利採取業」又は「Ｅ－製造業」に属する事業所のうち知事が指定したもの （抽出枠）工業

統計調査調査票 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

毎月末時現在 （系統）山口県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月１５日 

【調査事項】 １．事業所名等，２．生産数量，３．出荷数量，４．在庫数量 



 - 62 -

【調査名】 障害福祉サービス等利用者アンケート調査 

【実施機関】 山口県健康福祉部障害者支援課 

【目 的】 障害福祉サービス等の利用の状況等を調査し，障害者自立支援制度に関する福祉施策を効果的に推進

するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－障害福祉サービス等利用者アンケート調査（入所サービス利用者用），２－障害福祉サービ

ス等利用者アンケート調査（在宅・通所サービス利用者用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）平成２１年３月「調査報告書」 （表章）都道府県 

【経 費】 ５００千円 

※ 

【調査票名】 １－障害福祉サービス等利用者アンケート調査（入所サービス利用者用） 

【受理年月日】 平成２０年４月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１２ 受理番号（旧）          

【調査対象】 （地域）県下全域 （単位）個人 （属性）精神障害者社会復帰施設及び指定障害児施設を利用

している障害者等 （抽出枠）（施設）利用者台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６１６／母３，０１８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年５月１日 （系統）（施設）県→施設→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年５月１日～平成２０年５月９日 

【調査事項】 １．入所サービス利用者，（１）性別・年齢，（２）現在利用している施設の種類・期間，

（３）障害の種別（身体障害の種類・身体障害の級・知的障害の級・精神障害の級），（４）年金

の受給状況・年金の級，（５）障害程度区分・障害程度区分の認定結果感想，（６）サービスの利

用の満足度（サービス提供事業所を選んだ理由，サービスを利用する上で望むこと，サービスを利

用して良かったこと，サービスの利用料・印象），（７）今後利用したいサービス，（８）一般就

労への移行の希望，（９）地域生活への移行の希望，（１０）地域の人の障害者に対する理解，

（１１）今後希望する福祉施策 

※ 

【調査票名】 ２－障害福祉サービス等利用者アンケート調査（在宅・通所サービス利用者用） 
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【受理年月日】 平成２０年４月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１２ 受理番号（旧）          

【調査対象】 （地域）県下全域 （単位）個人 （属性）障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス及

び指定障害者支援施設を利用している障害者及び障害児の保護者，身体障害者小規模通所授産施設

及び知的障害者小規模通所授産施設を利用している障害者等 （抽出枠）（施設以外）障害福祉サ

ービス支給管理台帳，（施設）利用者台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８６７／母４，３３２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年５月１日 （系統）（施設）県→施設→報告者，（施設以外）県

→（市町）→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年５月１日～平成２０年５月９日 

【調査事項】 １．性別・年齢，２．障害の種別（身体障害の種別，身体障害の級，知的障害の級，精神障害の

級），３．世帯構成，４．年金の受給状況・年金の級，５．障害程度区分・障害程度区分の認定結

果感想，６．居宅介護等の利用状況・利用の回数，７．短期入所の利用状況・利用の回数，８．共

同生活援助等の利用状況，９．通所サービスの利用状況・利用の回数，１０．サービスの利用の満

足度（サービス提供事業所を選んだ理由，サービスを利用する上で望むこと，サービスを利用して

良かったこと，サービスの利用料・印象），１１．今後利用したいサービス，１２．現在の住まい

の状況，１３．一般就労への移行の希望，１４．地域の人の障害者に対する理解，１５．今後希望

する福祉施策 
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（２） 変 更 

【調査名】 高齢者福祉基礎調査 

【実施機関】 山梨県福祉保健部長寿社会課 

【目 的】 県内に居住する高齢者人口，在宅の寝たきり高齢者数，ひとり暮らし高齢者数及び高齢者夫婦世帯数

等を把握し，今後の高齢者福祉施策を推進するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－高齢者福祉基礎調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）記者発表及び調査結果を関係機関に送付（毎年７～８

月頃） （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－高齢者福祉基礎調査票 

【受理年月日】 平成２０年４月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０１７ 受理番号（旧）２０００１４ 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）市町村 （属性）県下全域 （抽出枠）全市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年

４月１日 （系統）山梨県→市町村高齢者福祉担当者→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日 

【調査事項】 １．総人口（男女別），２．高齢者数（６５歳以上・７５歳以上，男女別），３．在宅ひとり暮

らし高齢者数（６５歳以上・７５歳以上，男女別），４．在宅寝たきり高齢者数（６５歳以上・７

５歳以上，在宅・施設別，男女別），５．認知症高齢者数（６５歳以上・７５歳以上，在宅・施設

別，男女別），６．総世帯，７．高齢者夫婦世帯，８．その他高齢者世帯 
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【調査名】 地域保健・健康増進事業報告 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 地域住民の健康の保持及び増進を目的とした地域の特性に応じた保健施策の展開等を実施主体である

保健所及び市区町村ごとに把握し，国及び地方公共団体の地域保健施策の効率的・効果的な推進のため

の基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は、保健所における公衆衛生の向上に関する事業活動を把握するため、「保健所運営報告」

（届出統計調査）として昭和２９年に発足し、平成９年に保健所と市町村の両面から施策の実施状況を

把握できるように調査項目を変更の上、名称を「地域保健事業報告」に変更し、その後、１１年に、調

査の効率化・合理化等の観点から「老人保健事業報告」（届出統計調査）との統合により「地域保健・

老人保健事業報告」となった。さらに平成２０年に、老人保健法（昭和５７年法律第８０号）の一部改

正に伴い、老人保健事業のうち医療保険者が行わない事業は、市町村が健康増進法（平成１４年法律第

１０３号）等に基づき実施することとなったため、名称を「地域保健・健康増進事業報告」に変更し

た。 

【調査の構成】 １－地域保健・健康増進事業報告（都道府県が設置する保健所），２－地域保健・健康増進事業

報告（政令市（特別区）以外の市町村），３－地域保健・健康増進事業報告（政令市（特別区）） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「地域保健・健康増進事業報告」として速やかに公

表。 （表章）全国 

【経 費】 ６７，６４７千円 

※ 

【調査票名】 １－地域保健・健康増進事業報告（都道府県が設置する保健所） 

【受理年月日】 平成２０年４月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０１８ 受理番号（旧）２０７００７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保健所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３９４ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）年度末現在 （系統）厚生労働省→都道府県→保健所 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月末 
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【調査事項】 １．健康診断，母子保健等のサービスの実施状況（母子保健４事項，歯科保健，精神保健福祉２

事項，難病，エイズ，衛生教育，結核予防２事項，生活衛生，試験検査），２．保健所の連絡調整

等の実施状況（連絡調整に関する会議，研修等，調査・研究），３．職員設置状況及び市町村への

援助状況，４．健康増進事業の実施状況（２事業） 

※ 

【調査票名】 ２－地域保健・健康増進事業報告（政令市（特別区）以外の市町村） 

【受理年月日】 平成２０年４月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０１８ 受理番号（旧）２０７００７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７３６ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自

計 （把握時）年度末現在 （系統）厚生労働省→都道府県→保健所→市町村 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月末 

【調査事項】 １．健康診断，母子保健等のサービスの実施状況（母子保健４事項，歯科保健，精神保健福祉，

難病，衛生教育，予防接種，試験検査），２．保健所の連絡調整等の実施状況（連絡調整に関する

会議，調査・研究），３．職員設置状況，４．健康増進事業の実施状況（１０事項） 

※ 

【調査票名】 ３－地域保健・健康増進事業報告（政令市（特別区）） 

【受理年月日】 平成２０年４月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０１８ 受理番号（旧）２０７００７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８２ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）年度末現在 （系統）厚生労働省→都道府県→保健所を設置する市・特別区，厚生労働

省→指定都市・中核市 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月末 

【調査事項】 １．健康診断，母子保健等のサービスの実施状況（母子保健６事項，歯科保健，精神保健福祉２

事項，難病，エイズ，衛生教育，予防接種，結核予防２事項，生活衛生，試験検査），２．保健所
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の連絡調整等の実施状況（連絡調整に関する会議，調査・研究），３．職員設置状況，４．健康増

進事業の実施状況（１１事項） 
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（３） 中 止 

【調査名】 平成１９年度福岡県民意識調査 

【実施機関】 福岡県総務部県民情報広報課 

【目 的】 県民の県政に対する意識及び意見・要望など県民ニーズや行政施策の効果を把握するとともに当県の

基本計画の策定，見直しの際の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－福岡県民意識調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）平成２０年３月予定 報告書の作成 （表

章）都道府県 

【経 費】 ２，０７９千円 

【備 考】 調査は毎年行う計画であったが，予算がないため平成１９年度限りで中止することにしたもの 

※ 

【調査票名】 １－福岡県民意識調査調査票 

【受理年月日】 平成２０年４月１５日 

【受理番号】 受理番号（新）３０８００２ 受理番号（旧）１０７０７８ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）個人 （属性）県内に居住する２０歳以上の男女 （抽出枠）選

挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）福岡県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月９日 

【調査事項】 １．県の広報について，２．県の行政改革について 

 



 - 69 -

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(4) (4) (4) (4) (16)

83 59 81 67 58 71 97 18 25 35 11 4 6 8 623

(3) (1) (4)

22 18 10 5 5 5 6 5 3 6 3 6 2 1 97

(3) (4) (4) (5) (4) (20)

105 77 91 72 63 76 103 23 28 41 14 10 8 9 720

(1) (1) (2)

26 33 43 77 68 73 112 8 12 8 3 10 6 22 501

(1) (1)

8 7 31 52 55 110 162 35 33 30 14 23 15 26 601

(1) (1) (1) (3)

34 40 74 129 123 183 274 43 45 38 17 33 21 48 1102

2 2 0 0 0 1 1 6

(11) (3) (1)  (4) (4) (5) (4) (32)

22 10 16 13 14 35 40 11 8 6 2 3 9 4 193

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (5) (4) (33)

23 11 18 13 15 35 40 11 8 6 2 3 9 4 198

(1) (1) (1) (1) (1) (5)

102 106 101 108 142 139 184 6 23 7 6 14 14 9 961

308 298 312 278 193 216 241 51 41 44 44 50 39 39 2154

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 34

3 2 10 2 2 2 2 4 27

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

380 355 321 358 299 355 321 82 70 41 66 90 46 58 2842

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

688 661 635 643 502 576 575 136 114 87 113 141 89 97 5057

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 290 56 90 53 37 56 70 25 3004

(2) (2) (1) (5)

102 71 77 72 54 79 86 24 17 17 29 6 17 15 666

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 3 4 211

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 1 2 34

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (1) (2) (116)

143 182 226 154 80 91 85 32 25 24 13 17 14 43 1129

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (124)

711 730 767 621 532 512 469 116 135 95 82 80 105 89 5044

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 101 24 5 26 2 27 24 25 1020

11 1 7 11 27 4 10 71

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 73 11 9 15 11 3 3 3 574

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (28) (3) (12) (3) (12) (3) (4) (3) (210)

309 249 272 212 186 166 170 21 9 13 14 9 15 16 1661

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (29) (3) (12) (4) (12) (3) (4) (3) (235)

579 462 490 394 395 306 344 67 24 61 38 66 46 54 3326

(30) (49) (22) (27) (9) (18) (1) (1) (157)

126 202 176 175 218 215 244 45 55 30 11 38 43 12 1590

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (15) (1) (2) (208)

223 243 179 172 124 131 101 20 15 34 28 54 15 36 1375

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (33) (1) (1) (1) (2) (365)

349 445 355 347 342 346 345 65 70 64 39 92 58 48 2965

(4) (12) (14) (11) (11) (8) (1) (1) (1) (1) (1) (2) (1) (68)

2 1 4 11 1 1 1 2 2 25

65 116 168 122 122 65 93 6 16 10 26 16 24 16 865

30 52 84 61 61 29 49 3 8 5 13 8 9 8 420

2591 2532 2533 2328 2118 2173 2345 469 449 400 312 440 353 361 19404

2621 2584 2617 2389 2179 2202 2394 472 457 405 325 448 362 369 19824

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名
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年（月） 備　考

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

(4)

1 1 3

1 1

(4)

1 1 1 1 3

8 1 3 2 8

7 3 7 1 8 4

7 11 1 7 4 10 12

(4)

1 1

(4)

1 1

(1)

7 (1) 1 8

9 16 2 3 2 1 4 1 5 2 15

(1)

8 16 9 13 9 2 18 2

(1)

9 24 18 12 15 1 4 10 7 20 17

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成20年

小 計

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

国 税 庁

小 計

平成19年

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

4

2

1 1

(2) (2)

2 7 5 8 8 7 3 6

(2) (2)

1 2 7 5 8 8 3 7 7 6

1 1 1 19 1

8 1 1

2 1

(2) (1) (5)

4 1 2 1 2 8 3

(2) (1)

5 2 1 3 3 21 8 8 1 5

1 2 4 2 8

3 10 2 5 2 2 1 2

1 5 10 2 5 2 2 5 4 8

(1)

2

4 2 2 11

2 1 1 8

18 45 31 31 23 19 22 34 34 27 49 39

20 45 31 32 23 20 22 34 34 27 49 47

平成20年

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名

平成19年
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

新 規 58 54 43 39 32 27 11 5 8 8 4 4 8 6 307

変 更 69 72 99 108 88 79 103 15 23 29 15 30 30 19 779

中 止 6 3 7 11 9 1 2 1 1 5 5 3 54

新 規 358 282 367 354 355 389 386 75 63 67 72 80 63 64 2975

変 更 329 299 199 140 177 210 218 88 29 74 62 54 87 35 2001

中 止 4 4 8 2 15 16 39 10 4 4 7 4 24 6 147

新 規 105 82 85 124 139 127 130 26 28 240 371 30 38 39 1564

変 更 131 65 55 49 61 114 93 24 24 16 12 14 15 10 683

中 止 1 1 5 2 12 1 3 2 1 0 28

新 規 2 6 2 1 0 11

変 更 10 9 10 16 16 9 5 2 2 1 1 3 84

中 止 2 3 1 1 2 1 1 0 11

新 規 523 424 495 517 528 543 528 106 99 315 447 114 109 109 4857

変 更 539 445 363 313 342 412 419 127 78 121 90 98 133 67 3547

中 止 13 4 14 11 31 19 62 12 10 6 10 10 29 9 240

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県

年（月）

実施機関名
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

新 規 2 1 1 1 2

国 変 更 1 2 1 3 2 1 2 1 1

中 止

新 規 4 4 7 11 12 6 4 2 3 3 2

変 更 1 4 5 5 3 7 3 1 2 6 1

中 止 1 1 1 1

新 規 4 6 13 5 4 1 1 1

市 変 更 1 2 1 1 4 1 2

中 止

新 規

変 更 1

中 止

新 規 6 9 7 17 26 11 8 3 4 2 5 2

変 更 1 6 8 7 4 8 7 7 4 4 7 2

中 止 1 1 1 1

平成20年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成19年年（月）

実施機関名
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